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新 旧 

高松市病院局告示第５号 

公 告 

高松市病院局が発注する建設工事（高松市財政局契約監理課経由分に限

る。）の入札後審査型制限付き一般競争入札（以下「入札」といいます。）に

係る高松市病院事業会計規程（平成２３年高松市病院局管理規程第３４号）第

７２条において準用する高松市契約規則（昭和３９年高松市規則第３６号）第

６条の規定による公告（以下「建設工事公告」といいます。）における用語の

定義等及び入札手続その他の入札についての基本事項を次のとおり定めたの

で、同条の規定により公告します。 

平成２３年１２月２８日 

 

 

改正 平成２４年１２月２０日〔高松市病院局告示第１０号〕（同日以

降公表分について適用） 

 

 

１２ 入札に参加する者に必要な資格の項目においては、次に定めるところに

よる。 

(１) （略） 

 

 

(２) （略） 

 

 

 

高松市病院局告示第５号 

公 告 

高松市病院局が発注する建設工事（高松市財政局契約監理課経由分に限

る。）の入札後審査型制限付き一般競争入札（以下「入札」といいます。）に

係る高松市病院事業会計規程（平成２３年高松市病院局管理規程第３４号）第

７２条において準用する高松市契約規則（昭和３９年高松市規則第３６号）第

６条の規定による公告（以下「建設工事公告」といいます。）における用語の

定義等及び入札手続その他の入札についての基本事項を次のとおり定めたの

で、同条の規定により公告します。 

平成２３年１２月２８日 

改正 平成２４年８月１日〔高松市病院局告示第６号〕（同日（１２

(１９)に係る部分は、同年９月１日)以降公表分について適用） 

 

 

高松市病院事業管理者 塩 谷 泰 一 

（中略） 

１２ 入札に参加する者に必要な資格の項目においては、次に定めるところに

よる。 

(１) (２)に規定する入札に参加する者に必要な資格を満たさない者又は１

７(４)による入札参加資格の確認を得ない者は、入札に参加することがで

きない。 

(２) 入札に参加する者に必要な資格は、次のアからウまでに掲げる区分に

応じ、それぞれアからウまでに定める要件のすべてを満たし、かつ、１７

(４)による入札参加資格の確認を得たこととする。 

ア 単体企業 単体企業の区分（単体企業のみが入札に参加することがで

別紙５ 
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(３) （略） 

(４) （略） 

 

(５) （略） 

 

(６) 「営業所の所在地要件」の細項目における用語の意義は、次のとおり 

とする。 

ア 「市内企業」とは、法人にあっては本店又は本社である営業所（建 

設業法第３条第１項の営業所をいう。以下この(６)において同じ。）を 

市内に有する法人で、市内に当該業種に係る営業所を有するものでなけ 

ればならず、個人にあっては当該業種に係る本店である営業所を市内に 

有する者でなければならないことをいう。 

イ 「市内企業又は準市内企業」とは、当該業種に係る        

                      営業所を市内に有する 

きるとされた入札にあっては、入札に参加する者に必要な資格の項目）

において掲げる要件 

イ 特定ＪＶ（２者） 特定ＪＶ（２者）共通資格並びに特定ＪＶ（２

者）の区分（特定ＪＶ（２者）のみが入札に参加することができるとさ

れた入札にあっては、入札に参加する者に必要な資格の項目）中の「構

成員」、「代表者」及び「構成員（代表者を除く。）」の各細区分にお

いてそれぞれに応じて掲げる要件 

ウ 特定ＪＶ（３者） 特定ＪＶ（３者）共通資格並びに特定ＪＶ（３

者）の区分（特定ＪＶ（３者）のみが入札に参加することができるとさ

れた入札にあっては、入札に参加する者に必要な資格の項目）中の「構

成員」、「代表者」及び「構成員（代表者を除く。）」の各細区分にお

いてそれぞれに応じて掲げる要件 

(３) 「単体企業」とは、個人又は法人をいう。 

(４) 「特定ＪＶ（２者）」とは、構成員２者による特定建設工事共同企業

体をいう。 

(５) 「特定ＪＶ（３者）」とは、構成員３者による特定建設工事共同企業

体をいう。 

(６) 「営業所の所在地要件」の細項目における用語の意義は、次のとおり 

とする。 

ア 「市内企業」とは、建設業法第３条第１項に規定する営業所としての 

本店又は本社                           

                                 

                            を市内に 

有する者でなければならないことをいう。 

イ 「市内企業又は準市内企業」とは、建設業法第３条第１項に規定す 

る営業所としての本店若しくは本社、支店又は営業所を市内に有する 
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者でなければならないことをいう。 

ウ 「市内営業所の常勤技術者数の条件有り」とは、当該業種に係る市内 

の                            営業所

に、次のいずれにも該当する発注工種技術者（当該建設工事公告の工事

の種類の項目において表示された工事の種類に係る技術者（同法第２６

条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者に

限る。）をいう。１４(１)エにおいて同じ。）を有する者でなければな

らないことをいう。 

(ア) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

(イ) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

者でなければならないことをいう。 

ウ 「市内営業所の常勤技術者数の条件有り」とは、建設業法第３条第１

項に規定する営業所としての市内の本店若しくは本社、支店又は営業所

に、次のいずれにも該当する発注工種技術者（当該建設工事公告の工事

の種類の項目において表示された工事の種類に係る技術者（同法第２６

条第１項に規定する主任技術者又は同条第２項に規定する監理技術者に

限る。）をいう。１４(１)エにおいて同じ。）を有する者でなければな

らないことをいう。 

(ア) 次のいずれにも該当する者の人数が当該建設工事公告で指定する

人数（以下この(ア)、１４(１)カ及び別表第２において「指定技術者

数」という。）以上であること（(イ)に規定する直近２年度における

特別徴収通知書登載者の数が指定技術者数以上である場合は、ｂの要

件を満たすものとみなす。）。 

ａ 入札書提出期限日において引き続き２年以上雇用していること。 

ｂ 入札書提出期限日において引き続き３か月以上香川県内に住所を 

有すること。 

(イ) (ア)に該当する者のうちに、入札書提出期限日が属する年度（そ

の日が４月１日から５月３１日までの場合は、その日の属する年度の

前年度。以下この(イ)及び１４(１)カにおいて「対象年度」とい

う。）の前年度の市・県民税の特別徴収税額について高松市が送付し

た決定通知書における課税人員又は非課税人員とされ、引き続き対象

年度の市・県民税の特別徴収税額について高松市が入札書提出期限日

前に送付した直近の決定通知書における課税人員又は非課税人員とさ

れた者（１４(１)カ及び別表第２において「直近２年度における特別

徴収通知書登載者」という。）が含まれており、その人数が当該建設

工事公告で指定する数以上であること。 
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(ウ) （略） 

 

 

エ 「なし」とは、               営業所の所在地の要 

件を設定しないことをいう。 

(７) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(８) （略） 

 

 

(ウ) (ア)に該当する者のうちに、当該建設工事公告の工事の種類の項

目において表示された工事の種類に係る監理技術者が含まれており、

その人数が当該建設工事公告で指定する数以上であること。 

エ 「なし」とは、建設業法第３条第１項に規定する営業所の所在地の要

件を設定しないことをいう。 

(７) 「業種登録・格付」並びにこれらの文字の右欄の建設業法別表第１の

上欄に掲げる建設工事の種類及び等級の表示の意義は、(１５)キに規定す

る要件に加えて、高松市の入札参加資格者名簿（当該建設工事公告の日に

おいて有効な入札参加資格者名簿とする。以下この(７)において同じ。）

における当該表示された建設工事の種類についての格付が当該表示された

等級である者でなければならないことであり、「業種登録・決定数値」並

びにこれらの文字の右欄の同表の上欄に掲げる建設工事の種類及び決定数

値の表示の意義は、(１５)キに規定する要件に加えて、高松市の入札参加

資格者名簿における当該表示された建設工事の種類についての決定数値が

当該表示された決定数値である者でなければならないことであり、「業種

登録・格付・決定数値」並びにこれらの文字の右欄の同表の上欄に掲げる

建設工事の種類、等級及び決定数値の表示の意義は、(１５)キに規定する

要件に加えて、高松市の入札参加資格者名簿における当該表示された建設

工事の種類についての格付及び決定数値が当該表示された等級及び決定数

値である者でなければならないことであり、「業種登録」及びこれらの文

字の右欄の同表の上欄に掲げる建設工事の種類の表示の意義は、当該建設

工事の種類に係る高松市の入札参加資格者名簿に登載されていることを求

めていること（(１５)キに規定する要件の再掲）である。 

(８) 「元請施工実績」並びにこれらの文字の右欄の工事の内容及び請負金

額の表示の意義は、当該工事の元請としての施工実績（入札書の提出期限

の前日までの完了検査合格分に限るものとする。）を有する者でなければ
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(９) （略） 

 

 

 

 

(１０) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

(１１) （略） 

 

 

 

(１２) （略） 

 

 

 

ならないことである。この場合において、共同企業体の構成員としての施

工実績について、その出資比率相当分の請負金額及び施工実績を認めるこ

ととしたときは「※ＪＶ実績可」を、代表者としての出資比率相当分の請

負金額及び施工実績に限り認めることとしたときは「※ＪＶ実績は代表者

実績に限り可」を表示する。 

(９) 「特定ＪＶの構成員（代表者を除く。）に求める元請施工実績」並び

にこれらの文字の右欄の工事の内容及び請負金額の表示の意義は、当該工

事の元請としての施工実績であって当該建設工事公告で定めるもの（入札

書の提出期限の前日までの完了検査合格分に限るものとする。）を有する

者でなければならないことである。 

(１０) 「元請又は一次下請施工実績」並びにこれらの文字の右欄の工事の

内容及び請負金額の表示の意義は、当該工事の元請又は一次下請としての

施工実績（入札書の提出期限の前日までの完了検査合格分（一次下請とし

ての施工実績については、当該一次下請工事の完了確認分を含む。）に限

るものとする。）を有する者でなければならないことである。この場合に

おいて、共同企業体の構成員としての施工実績について、その出資比率相

当分の請負金額及び施工実績を認めることとしたときは「※ＪＶ実績可」

を表示する。 

(１１) 「配置技術者」及びこれらの文字の右欄の技術者の表示（(１２)に

よる「専任」又は「法定の専任基準による」の表示を含む。）の意義は、

当該工事に当該表示された技術者を配置できる者でなければならないこと

である。 

(１２) 「専任」とは、(１１)により配置を求める技術者が必ず当該工事に 

専任の者でなければならないことをいい、「法定の専任基準による」とは、 

(１１)により配置を求める技術者が当該工事に専任の者でなければならな 

いかどうかについては、当該工事の請負代金の額に応じて建設業法第２６ 
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(１３) （略） 

 

 

 

 

 

(１４) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

条第３項の定めるところによることをいう。 

(１３) 「特定建設業の許可」の細項目において「要」とは、下請代金の額

（建設業法第３条第１項第２号に規定する下請代金の額をいう。以下この

(１３)において同じ。）にかかわらず、同法第１５条の規定による特定建

設業の許可を受けている者でなければならないことをいい、「法定基準に

よる」とは、特定建設業の許可の要否については、当該工事に係る下請代

金の額に応じて同項の区分によることをいう。 

(１４) 他の案件との関係での応札・落札の制限の細項目においては、次に

定めるところによる。 

ア 「重複落札禁止（重複応募は可）」及びこれらの文字の右側の複数の

工事の名称の表示（これらの工事の名称が別表において表示されている

場合を含む。）の意義は、当該複数の工事相互間では、重複して落札候

補者又は落札者となることはできないこと（重複応募は可）である。 

したがって、当該複数の工事相互において、いずれかの工事について一 

旦単体企業又は共同企業体の構成員として落札候補者となった者は、他

の工事について落札候補者（共同企業体の構成員による場合を含む。）

となることができない。 

イ 「同一敷地内案件重複受注禁止」及びこれらの文字の右側の敷地の表

示の意義は、当該敷地内で次の工事について当該建設工事公告で定める

入札書提出期限日において元請としての受注（仮契約していることまた

は落札候補者若しくは落札者となっていることを含む。以下このイにお

いて「同一敷地内案件受注」という。）をしていない者でなければなら

ないことである。したがって、同一敷地内案件受注をしている者（共同

企業体の構成員による場合を含む。）は、単体企業又は共同企業体の構

成員として応募することができない。 

(ア) 高松市（契約監理課経由分に限る。）が発注した予定価格１３０



7 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１５) （略） 

 

 

 

 

 

万円を超える工事（随意契約に係るものを除く。(イ)及び(ウ)におい

て「対象工事」という。） 

(イ) 高松市病院局が発注した対象工事 

(ウ) 高松市上下水道局が平成２４年３月３１日までに発注した下水道

事業に係る対象工事 

ウ 「指定案件重複受注禁止」及びこれらの文字の右側の工事の名称の表

示（工事の名称が別表において表示されている場合を含む。）の意義

は、当該表示された工事について当該建設工事公告で定める入札書提出

期限日において元請としての受注（仮契約していること又は落札候補者

若しくは落札者となっていることを含む。以下このウにおいて「指定案

件受注」という。）をしていない者でなければならないことである。し

たがって、指定案件受注をしている者（共同企業体の構成員による場合

を含む。）は、単体企業又は共同企業体の構成員として応募することが

できない。 

エ 「重複応募禁止」及びこれらの文字の右側の複数の工事の名称の表 

示（これらの工事の名称が別表において表示されている場合を含む。） 

の意義は、当該複数の工事相互間では、重複して応募することができな 

いことである。したがって、当該複数の工事相互において、一の企業は、 

単体企業又は共同企業体の構成員として、重複して応募することがで 

きない。 

(１５) 「単体企業共通資格」とは、次の要件をすべて満たすことをいう。 

ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定

に該当しない者であること。ただし、被補助人、被保佐人又は未成年者

であって、契約締結のために必要な同意を得ている者は、同条第１項の

規定に該当しない者とする。 

イ 入札書提出期限日から契約締結日までの間に、高松市指名停止等措置
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要綱（平成２４年高松市告示第４０３号）による指名停止期間中の者で

ないこと。 

ウ 建設業法第２８条第３項又は第５項の規定による営業停止（当該建設

工事公告に係る工事が対象となるもの）期間中の者でないこと。 

エ 破産法（平成１６年法律第７５号）による破産手続開始の申立てがな

されている者でないこと。 

オ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）による更生手続開始の申立

てがなされている者でないこと。ただし、同法に基づく更生手続開始の

決定を受けた者で、建設業法第２７条の２３の経営事項審査及び本市の

入札参加資格審査を受け、当該入札参加資格審査において決定数値又は

格付を受けたものは、更生手続開始の申立てがなされなかった者とみな

す。 

カ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）による再生手続開始の申立

てがなされている者でないこと。ただし、同法に基づく再生計画認可の

決定（確定したものに限る。）を受けた者で、建設業法第２７条の２３

の経営事項審査及び本市の入札参加資格審査を受け、当該入札参加資格

審査において決定数値又は格付を受けたものは、再生手続開始の申立て

がなされなかった者とみなす。 

キ 当該建設工事公告の工事の種類の項目において表示された工事の種類

に係る高松市の入札参加資格者名簿に登載されて、連続して２年を経過

している者であること。 

ク 入札書提出期限日及び開札（総合評価落札方式による場合にあって 

は、入札書提出期限日、開札及び落札候補者決定）のいずれの時点に 

おいても、高松市（契約監理課経由分に限る。）が発注した対象工事 

（(１４)イ(ア)に規定する対象工事をいう。以下このクにおいて同 

じ。）の手持件数、高松市病院局が発注した対象工事の手持件数及び 
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(１６) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(１７) （略） 

 

高松市上下水道局が平成２４年３月３１日までに発注した下水道事業に 

係る対象工事の手持件数の合計が２以下であること（次の日は終日手持 

件数に算入し、(イ)及び(ウ)の日はその翌日に手持件数から除外す 

る。）。 

(ア) 落札者（入札後審査型制限付き一般競争入札にあっては、落札候

補者）となった日 

(イ) しゅん工検査に合格した日 

(ウ) 落札候補者となった後の入札参加資格の確認で入札参加資格を有

しないとして１８の通知をした日 

(１６) 「特定ＪＶ（２者）共通資格」とは、次のア及びイの要件を満たす

ことをいう。 

ア 特定ＪＶは次の要件をすべて満たすこと。 

(ア) 構成員の数が２者であり、任意かつ自主的に結成するものである

こと。 

(イ) 各構成員の出資比率は３０パーセント以上であること。 

(ウ) 代表者は、構成員のうち、出資比率が最大で、かつ、経営規模等

評価結果通知書・総合評定値通知書（最新のもの）の総合評価値（当

該建設工事公告の工事の種類の項目に掲げる工事に係るもの）が最高

であること。 

(エ) 各構成員は、当該建設工事公告に係る工事において、別途単体企

業として応募することができず、かつ、２以上の特定ＪＶの構成員と

なることができない。 

イ 特定ＪＶの各構成員は(１５)アからクまでのすべての要件を満たすこ

と。 

(１７) 「特定ＪＶ（３者）共通資格」とは、次のア及びイの要件を満たす

ことをいう。 
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(１８) （略） 

 

(１９) （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア 特定ＪＶは次の要件をすべて満たすこと。 

(ア) 構成員の数が３者であり、任意かつ自主的に結成するものである

こと。 

(イ) 各構成員の出資比率は２０パーセント以上であること。 

(ウ) 代表者は、構成員のうち、出資比率が最大で、かつ、経営規模等

評価結果通知書・総合評定値通知書（最新のもの）の総合評価値（当

該建設工事公告の工事の種類の項目に掲げる工事に係るもの）が最高

であること。 

(エ) 各構成員は、当該建設工事公告に係る工事において、別途単体企

業として応募することができず、かつ、２以上の特定ＪＶの構成員と

なることができない。 

イ 特定ＪＶの各構成員は(１５)アからクまでのすべての要件を満たすこ

と。 

(１８) 「国、地方公共団体等の発注機関」とは、別表第１に記載する発注

機関をいう。 

(１９) 「工事成績の評定に係る資格」の細項目において「過去２年間に同

業種で２件以上有する場合は、その平均が６５点未満でないこと」とは、

高松市発注の同業種工事（建設業法の２８業種区分による。）の工事成績

評定点（しゅん工検査に合格した日が当該建設工事公告の日以前２年以内

のものに限る。）を２件以上有する場合は、それらの平均が６５点未満で

ない者でなければならないことをいう。 

（中略） 
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別表第１ 別表第１ 

 区   分 機      関   区   分 機      関  

 国    国   

 地方公共団体（地方自
治法第１条の３） 

都道府県、市町村、特別区、地方公共団体の組合、財産
区 

  地方公共団体（地方自
治法第１条の３） 

都道府県、市町村、特別区、地方公共団体の組合、財産
区 

 

建設業法施行令（昭和
３１年政令第２７３
号）第２７条の１３の
公共法人（法人税法
（昭和４０年法律第 
３４号）別表第１） 

沖縄振興開発金融公庫、株式会社国際協力銀行、株式会
社日本政策金融公庫、港務局、国立大学法人、社会保険
診療報酬支払基金、水害予防組合、水害予防組合連合、
大学共同利用機関法人、地方公共団体金融機構、地方住
宅供給公社、地方道路公社、地方独立行政法人、独立行
政法人（その資本金の額若しくは出資の金額の全部が国
若しくは地方公共団体の所有に属しているもの又はこれ
に類するものとして、財務大臣が指定をしたものに限
る。）、土地開発公社、土地改良区、土地改良区連合、
土地区画整理組合、日本下水道事業団、日本司法支援セ
ンター、日本中央競馬会、日本年金機構、日本放送協会 

  

建設業法施行令（昭和
３１年政令第２７３
号）第２７条の１３の
公共法人（法人税法
（昭和４０年法律第 
３４号）別表第１） 

沖縄振興開発金融公庫           、株式会
社日本政策金融公庫、港務局、国立大学法人、社会保険
診療報酬支払基金、水害予防組合、水害予防組合連合、
大学共同利用機関法人、地方公共団体金融機構、地方住
宅供給公社、地方道路公社、地方独立行政法人、独立行
政法人（その資本金の額若しくは出資の金額の全部が国
若しくは地方公共団体の所有に属しているもの又はこれ
に類するものとして、財務大臣が指定をしたものに限
る。）、土地開発公社、土地改良区、土地改良区連合、
土地区画整理組合、日本下水道事業団、日本司法支援セ
ンター、日本中央競馬会、日本年金機構、日本放送協会 

 

 

国土交通省令で定める
法人（建設業法施行規
則（昭和２４年建設省
令第１４号）第１８
条） 

           公害健康被害補償予防協会、首都
高速道路株式会社、消防団員等公務災害補償等共済基金、
新関西国際空港株式会社、地方競馬全国協会、東京地下鉄
株式会社、東京湾横断道路の建設に関する特別措置法（昭
和６１年法律第４５号）第２条第１項に規定する東京湾横
断道路建設事業者、独立行政法人科学技術振興機構、独立
行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整
備機構、独立行政法人日本原子力研究開発機構、独立行政
法人農業者年金基金、独立行政法人理化学研究所、中日本
高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、西日本高速道
路株式会社、日本環境安全事業株式会社、日本小型自動車
振興会、日本自転車振興会、日本私立学校振興・共済事業
団、日本たばこ産業株式会社、日本電信電話株式会社等に
関する法律（昭和５９年法律第８５号）第１条第１項に規
定する会社及び同条第２項に規定する地域会社、農林漁業
団体職員共済組合、阪神高速道路株式会社、東日本高速道
路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社並びに旅客鉄
道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和
６１年法律第８８号）第１条第３項に規定する会社 

国土交通省令で定める
法人（建設業法施行規
則（昭和２４年建設省
令第１４号）第１８
条） 

関西国際空港株式会社、公害健康被害補償予防協会、首都
高速道路株式会社、消防団員等公務災害補償等共済基金  
           、地方競馬全国協会、東京地下鉄
株式会社、東京湾横断道路の建設に関する特別措置法（昭
和６１年法律第４５号）第２条第１項に規定する東京湾横
断道路建設事業者、独立行政法人科学技術振興機構、独立
行政法人勤労者退職金共済機構、独立行政法人新エネルギ
ー・産業技術総合開発機構、独立行政法人中小企業基盤整
備機構、独立行政法人日本原子力研究開発機構、独立行政
法人農業者年金基金、独立行政法人理化学研究所、中日本
高速道路株式会社、成田国際空港株式会社、西日本高速道
路株式会社、日本環境安全事業株式会社、日本小型自動車
振興会、日本自転車振興会、日本私立学校振興・共済事業
団、日本たばこ産業株式会社、日本電信電話株式会社等に
関する法律（昭和５９年法律第８５号）第１条第１項に規
定する会社及び同条第２項に規定する地域会社、農林漁業
団体職員共済組合、阪神高速道路株式会社、東日本高速道
路株式会社、本州四国連絡高速道路株式会社並びに旅客鉄
道株式会社及び日本貨物鉄道株式会社に関する法律（昭和
６１年法律第８８号）第１条第３項に規定する会社 
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備考 施工実績として提出しようとする工事を受注した際、その発注機関が 

当時の法人税法別表第１又は建設業法施行規則第１８条に規定する法人 

に該当する場合は、当該発注機関は、この表に掲げられている機関とみな 

す。 

注意 この表に掲げられている機関（以下「対象機関」という。）以外の機

関（以下「対象外機関」という。）における工事契約に関する事務を対象

機関の職員が実質的に執行していたとしても、当該対象外機関は、当該対

象機関とはみなさない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 施工実績として提出しようとする工事を受注した際、その発注機関が 

当時の法人税法別表第１又は建設業法施行規則第１８条に規定する法人 

に該当する場合は、当該発注機関は、この表に掲げられている機関とみな 

す。 

注意 この表に掲げられている機関（以下「対象機関」という。）以外の機

関（以下「対象外機関」という。）における工事契約に関する事務を対象

機関の職員が実質的に執行していたとしても、当該対象外機関は、当該対

象機関とはみなさない。 

（後略） 

 

 

 


